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（単位：千円）

正味財産の部合計

財務諸表に関する特徴的事項等

○行政費用として、物件費は主に地籍調査業務、建築指導に係る定期検査報告業務及びＧＩＳデータ更新作業等
の委託料である。
○行政収入として、都支出金は主に地質調査に係る国土調査事業費補助金、使用料及び手数料は建築手数料、証
明手数料である。

資産の部合計 177 177 0 負債及び正味財産の部合計 177 177 0
その他の固定資産 0 0 0 ▲ 120,501 ▲ 106,884 13,617

▲ 120,501 ▲ 106,884 13,617建設仮勘定 0 0 0 正味財産
▲ 13,617無形固定資産 0 0 0 負債の部合計 120,678 107,061

工作物等減価償却累計額 0 0 0 その他の固定負債 0 0 0
111,436 97,718 ▲ 13,718工作物等 0 0 0 退職給与引当金

0建物減価償却累計額 0 0 0 特別区債 0 0
建物 0 0 0 固定負債 111,436 97,718
土地 0 0 0 その他の流動負債 0 0

賞与引当金 9,242 9,343 101
0

▲ 13,718固
定
資
産

有形固定資産 0 0 0
0その他の流動資産 0 0 0 特別区債 0 0

不納欠損引当金 0 0 0 還付未済金 0 0 0

流
動
資
産

収入未済 177 177 0 流動負債 9,242 9,343 101
6年度 差額

貸
借
対
照
表

勘定科目 5年度 6年度 差額 勘定科目 5年度
特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 232,043 ▲ 188,885 43,158

0 0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f)
43,158行政費用合計(b) 244,909 203,988 ▲ 40,921 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 232,043 ▲ 188,885

その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0 0 0
▲ 232,043 ▲ 188,885 43,158賞与・退職給与引当金繰入額 56,859 16,277 ▲ 40,582 行政収支差額(a)-(b)=(c)

2,237不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 12,866
減価償却費 0 0 0 その他 0
補助費等 257 224 ▲ 33 使用料及び手数料 6,195 6,884
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0 0
維持補修費 0 0 0 都支出金 6,671 8,219 1,548
物件費 26,060 32,826 6,766 国庫支出金 0 0 0行

政
収
入

地方税等 0 0 0

689
0 0

15,103

行
政
費
用

給与関係費 161,733 154,661 ▲ 7,072
行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 5年度 6年度 差額 勘定科目 5年度 6年度 差額

景観アドバイザーの指摘に対す
る対応率（％）

80 85 85 90 95 対応率＝対応案件数/事前協議件数

100
適合件数／届出件数
※計画時

住環境条例の条例適合率（％） 100 100 100 100

4年度 5年度 6年度
7年度
見込み

目標値
(8年度)

施策の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明

周辺環境の快適さ 3.13 3.08 3.07 お住まいの地域で、生活する上での不快さを感じますか？

まちなみの良さ 3.03 3.04 3.06 お住まいの地域のまちなみ（景観・緑など）は良いと感じますか？

指
　
　
　
　
標

幸福実感指標名
指標の推移

指標に関する質問文
4年度 5年度 6年度

政策 12 利便性の高い都市基盤の整備

　地域特性を踏まえた市街地環境を整備する指針を定め、民間建築に対する規制・誘導及びまちづ
くり事業を推進することにより、区民が安心して安全に暮らせる快適な市街地を形成する。

関連部課名 防災都市づくり部土木管理課、建築指導課

行政評価
事業体系

分野 Ⅵ 安全安心都市

課長名 諸角 内線 2810

施策分析シート（令和7年度）

施策名 快適な市街地環境への誘導 施策No 12-01
部課名 防災都市づくり部都市計画課
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No2

推進 推進
　区の都市計画マスタープランに基づき、秩序ある街づくりを進め、
快適な市街地環境の整備を誘導していく。

今
後
の
方
向
性

○地域別のまちづくりの将来像、整備方針等を定めた「荒川区都市計画マスタープラン」に基づ
き、まちづくりの各事業を展開する。
○事業者の建設計画に対して、条例に基づき快適な居住環境を確実に確保するよう指導するととも
に、周辺住民と事業者が協議する機会を設けることを通じて、地域の生活環境の保全と向上を図
る。
○まちづくり事業の実施及び民間建築に対する規制・誘導により、魅力ある都市景観の創造と良好
な市街地の整備を促進する。
○地区計画制度は、地区単位で住民のまちづくりへの意向を実現することが可能な手法であるた
め、引き続き、住民の活動を支援していく。
○不燃化特区内の区域について、地籍調査事業を優先的かつ積極的に進めていく（令和7年度から2
地区同時に調査を実施）。

施策の分類
分類についての説明・意見等

7年度 8年度

現
状

○荒川区は、関東大震災被災後、市街化が無秩序かつ急速に進んだため、住商工の建物が混在し、
都市基盤の整備が不十分な地域がある。
○低未利用地ではマンションが計画されることが多いため、既存建築物解体の時点から計画地周辺
への影響を考慮し、快適な居住環境の保全及び紛争防止に努める必要がある。
○周辺地域との調和のため、法規制等により建物の高さや色について制限することが都市景観の向
上につながっている。
○区民の意向に基づき、区民自らの手によるまちづくり手法を用いて活動する10の組織を支援して
きた。また、新たに一つの組織の支援を開始した。
○迅速な都市復興にも寄与する地籍調査事業について、平成26年度に着手し、西日暮里、町屋、西
尾久の各一部で調査を完了した。

課
題

○区画整理や再開発が行われなかった地域は、行われた地域と比較して、道路幅が狭く、木造住宅
が密集し、地震に対する地域危険度が高くなっている。
○大規模マンションの建設計画については、住環境条例に規定する事項が確実に履行されるよう事
業者を指導するとともに、早い段階から事業者と地域住民の協議が行われるよう誘導する必要があ
る。
○良好な都市景観を形成するため、一定規模以上の建築行為等を行う事業者には事前協議及び届け
出を徹底させる必要がある。
○まちづくり協議会やNPO法人などのまちづくり組織の活動の輪を更に広げ、地区計画の策定等に
活用すべきである。
○都市部では土地の筆数が多いため、効率的に進められる官民境界等先行型で地籍調査を実施して
いるものの、関係する土地所有者との立会いに時間を要するため進捗が遅い。

施策の現状・課題・今後の方向性
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推進

　民間開発事業に伴う紛争を
未然に防止し、良好な住環境
の維持・向上に欠かせない事
業であるため、推進する。

継続 継続
　時代の要請である住民主体
のまちづくりに対し、支援を
継続して実施する。

住宅等の建築に係る住環境
の整備に関する条例（住環
境条例）

11-01-13 7,966 4,943 － － 推進

区民の手によるまちづくり
の支援

11-01-12 3,186 1,977 － －

　生活環境の質の向上が求め
られている中、景観まちづく
りを推進していく。

都市計画マスタープランの
推進

11-01-10 17,524 10,874 － － 推進 推進

　都市計画施設の整備、市街
地再開発事業、防災まちづく
り関連事業の他、民間による
開発等、街づくり事業全般の
進行管理、確認等を行う。

継続
　区の街づくり方針に合わせ
た開発を誘導する事業である
ため、継続して指導する。

魅力ある都市景観づくり 11-01-07 24,463 16,197 1,364 1,369 推進 推進

継続 継続

　土地利用現況調査の実施に
より、街の経年変化や各まち
づくり事業の進捗状況を把握
し、新たな施策の立案の基礎
資料として継続して活用して
いく。

荒川区市街地整備指導要綱 11-01-06 6,372 3,954 － － 継続

土地利用現況調査 11-01-05 11,683 7,733 5,311 3,779

　都市計画の決定に当り、区
民や専門家等の意見を反映し
ていくため、継続して実施す
る。

都市復興計画 11-01-04 3,186 1,977 － － 継続 継続
　災害時における都市復興に
対応するため、継続して実施
する必要がある。

継続

　法律に基づく事務であり、
秩序あるまちづくりを進めて
いくため、継続して実施す
る。

都市計画審議会運営 11-01-03 2,576 1,031 187 43 継続 継続

継続 継続

　一定規模のマンション建設
にあたり、事業者と近隣住民
との間で建築紛争を未然に防
止する制度として極めて有用
であるため、継続して実施す
る。

開発許可制度 11-01-02 6,372 3,954 － － 継続

地域環境整備対策（荒川
ルール）

11-01-01 6,479 4,018 107 64

分類についての説明・意見等

5年度 6年度 5年度 6年度 7年度 8年度

施策を構成する事務事業の分類

事務事業名
事務事業

No

行政費用（千円） 決算額（千円）
施策推進のた

めの分類
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合　計 244,909 203,987 27,727 34,341

継続 継続

　建築物の敷地、構造、設備
及び用途等が法令に適合して
いるかどうかを審査、検査、
指導をし、区内における建築
物の安全性の確保と良好な住
環境の維持保全を図る事務で
あるため、継続して実施す
る。

25,032 推進 推進

　公共物管理の適正化や災害
時における復旧、復興の迅速
化を図るために必要な事業で
あり、推進する。

建築指導事務 11-05-02 122,328 102,989 3,062 4,054

6年度 5年度 6年度 7年度 8年度

地籍調査事業 11-03-12 32,774 44,340 17,696

施策を構成する事務事業の分類

事務事業名
事務事業

No

行政費用（千円） 決算額（千円）
施策推進のた

めの分類
分類についての説明・意見等

5年度
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